肯定側立論
Planを１点述べます。
１点目　救急車を有料化します。料金は１回の利用当たり、２万円とします


このPlanによって得られるメリットは「救急車の適正利用」です。


現在、救急車が無料だという理由で、本来必要でない人が利用しています。
以下に２つのケースにわけて説明します。

ケース１．軽度の患者の利用
救急車を必要としない軽度の患者が、救急車を利用しています。
第一生命経済研究所webpageの中で研究員の下開千春氏は、２００３年ミニレポートwatching「増える救急搬送とその対応」で以下のように述べています。
http://group.dai-ichi-life.co.jp/dlri/ldi/watching/wt0311b.pdf
「救急車の利用に際し、日本では無料となっている。このように無料であることが、無制限の利用を促しているのではないかという指摘もある。（中略）救急車は、災害や事故など、生命の危険や著しく悪化するおそれのある症状を示す傷病者を迅速に搬送する適当な手段がない場合に利用されることを目的としたものである。しかし、比較的軽度の傷病者や搬送手段のある者による救急車の利用が多いこともこれまで指摘されてきている。特に、大都市では救急搬送人員に占める軽症傷病者の割合が高く（57.4％）、その他の都市（48.5％）とは8.9ポイントの差がみられる。」


実際、タクシー代わりに使っている患者が増加しています。
バス・タクシー専門情報誌Tramondo　webpage　２００４年３月８日記事
http://www.tramondo.net/old/top/040308.htm
東京消防庁によると、昨年の救急出場件数は約６６万件で、前年より約３万件増、２０年前の約２倍強に増えている。不急の患者がタクシー代わりに救急車を利用するケースも増加。そのため現場到着までの平均所要時間が長くなり、本当に急を要する傷病者への対応の遅れが懸念されている。




２．病院間の転送に使われているケース
病院は、無料の救急車を転院搬送に利用しています。
２００４年１月１４日　北海道新聞朝刊　２１頁
「転院搬送は、医院が手術できない際に、患者を総合病院に搬送するケースが中心で、重症患者が３分の１だが、軽症も１割を占める。（中略）容体の安定した患者を対象に約２０年前から寝台ハイヤーを営業する北見北交ハイヤーは「搬送は月１０件前後で赤字だ」という。３０分３７２０円の料金を敬遠、「無料」の救急車をタクシー代わりに利用する医院もあるようだ。」

この資料から、転院搬送の５７％が不必要な利用であることが分かります。
平成１５年の消防白書によると、１５年度の転院搬送数は約４１万件です。
これより、単純計算すると、約２０万件が不必要な利用であるといえます。




以上の２点のように、緊急でない救急車利用があることで、本当に必要としている人が利用できなくなっています。

なぜならば、大都市の救急隊は出動件数がすでに限界にきているからです。
２００２年発行「患者のための医療」４月号８５ページの中で国立国際医療センター救急部の冨岡譲二氏は以下のように述べています。
「近年１１９番による救急要請も、救急車によって搬送される患者数も右肩上がりに増加している。もちろん、各自治体は、このような出場件数・搬送人員の増加に対応できるように人的・物的資源の充実は図ってはいるものの、その予算には限りがあり、特に大都市部においては、１つの救急隊の出場件数が限界に近くなってきているところも少なくない。このような事態が続けば、１１９番通報から救急隊到着までにかかる時間が極端に延びたり、救急隊による初期治療が十分におこなわれないなどの弊害が出てくることは容易に予測される。」


救急車が現場到着に遅れてしまうと、重傷者の命が危険にさらされます。
士別地方消防事務組合webpageより引用開始
「限られた台数で運用している以上、急を要しない傷病者からの要請で救急車が不足し、結果、重篤な傷病者に対しその方への対応が遅れ命の危険にさらされることが充分考えられます。」
さらに、救急医療センターが不必要な軽症患者のために、業務に支障をきたしています。
２０００年発行雑誌「患者のための医療」４月号102頁　埼玉医科大学総合医療センター　
堤　晴彦
「「救急センターの実に76%が軽症傷病者の診療のために、三次救急業務に支障をきたしており」と報告されるように、一次・二次救急と三次救急を同じ医師が診療すれば、一次二次の診療が忙しくとても三次までは手が回らないのが現状である」

※一次～三次救急とは、一次が軽症、二次が中程度の症状、三次が重症となっている


ここでPlanを導入します。
すると、救急車の利用が無料でなくなるので、利用者数が減少します。
なぜならば、公共サービスの有料化は不必要な利用者の減少を促すからです。
１９９７年発行「地方分権の経済学」の中で、関西学院大経済学部教授の林宣嗣(はやし・よしつぐ)氏は以下のように述べています。
「排除原則の適用が可能であり、しかもサービスの消費に競合が生じるという民間材としての特徴を備えた行政サービスにおいては、受益者（利用者）に直接的な負担を求めることが、資源の有効利用という点からみて望ましい。サービスを無料ないしは極端に低廉な料金で提供すると、利用者のコスト意識は薄れ、消費は過剰となって資源の浪費を招くことになる。「モラル・ハザード」と呼ばれる現象である。」

実際、公共サービスの有料化で利用者は減った例があります。
先ほどと同じ証拠資料より引用開始。
「老人保険制度による老人医療の一部自己負担の導入や、被保険者における本人の一割負担の導入によって医療費が抑制されたことは、受益者負担の導入が過剰な受診を防止する効果を発揮した実例といえるだろう。」

以上のように救急車の利用が是正されるため、メリットが発生します。

緊急を要しない救急車の利用者を減らし、本当に必要としている人たちのために
救急車を確保できるこのメリットは非常に重要です。
よってPlanは採択されるべきです。

